
１　総括１　総括１　総括１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、２４年４月１日現在の人数である。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

(3) 特記事項(3) 特記事項(3) 特記事項(3) 特記事項

（給与減額の状況）

　　　　　　　

（その他）

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差に

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値である。

（参考）類似団体平均

65,195

千円

5,244 5,612

一人当たり給与費　　計　　Ｂ 給与費 B/A

平成２５年版

人 件 費 人 件 費 率

%

23年度の人件費率

15.4

千円

期末・勤勉手当

880,919

減額実施期間

15.1

%千円

1,291,466

千円

一人当たり

歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（24年度末）

市川三郷町の給与・定員管理等について市川三郷町の給与・定員管理等について市川三郷町の給与・定員管理等について市川三郷町の給与・定員管理等について

（参考）

（市川三郷町人事行政の運営等の状況報告）

Ｂ／Ａ　　　　　　Ｂ

区　　分
職員数

千円

17,340 732,530

区　　分

8,541,302
24年度

人

人 千円

給　 料 職員手当

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　Ａ

　　　　　千円千円

実 質 収 支

608,213

千円

24年度

国の要請等を踏まえ
た減額措置の取り組み

168 207,511

実　施　済　み 平成２５年７月１日～平成２６年３月３１日

抑制済又は減額措置の内容

(給料）市川三郷町一般職における給与特例措置により職員は給料月額の一律３%を減額とした。
H25.4.1　ラスパイレス指数　103.0　参考値　95.1
H25.7.1 ラスパイレス指数　　99.8
（手当）減額なし

　　　　よる影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

H20.4.1, 94.1
H20.4.1, 94.9

H20.4.1, 94.2

H25.4.1, 103
H25.4.1, 104.0 

H25.4.1, 103.2

(H25.4.1)※参考値

95.1

(H25.4.1)※参考値

96.2 (H25.4.1)※参考値

95.4

H25.7.1, 99.8

H25.7.1, 102.3
H25.7.1, 101.4

90

95

100

105

市川三郷町 類似団体平均 全国町村平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(１) 職員の平均年齢、平均給料月額、及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）(１) 職員の平均年齢、平均給料月額、及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）(１) 職員の平均年齢、平均給料月額、及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）(１) 職員の平均年齢、平均給料月額、及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）
①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

参　　考

A/B

－

歳 円 0.95

－

－

－

－

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成２２～２４年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与額の額を加えた試算値である。

③看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

      ３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の括弧書きは、　 

      給与改定・臨時特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

平均給与月額

3,272人

市川三郷町

区　　分 平均年齢 平均給料月額

参　考

49.9歳

市川三郷町

う ち 学 校 給 食 員

う ち 自 動 車 運 転 手

区　　分 平 均 年 齢

国 46.0

322,235

327,740
(344,120）

-

類似団体 305,738

山梨県

市川三郷町 45.1

299,098
(314,592）

353,201

142人

334,587

417,943

316,750

316,601 342,511

371,367円

平均給与月額

1.14

-

254,300円 259,371円

42.5

山梨県

類似団体

42.4

43.2

59.0歳 2人

平均年齢 職員数

339,136

51.7歳

国
307,220

（332,446)

平均給与月額
（A）

12人

43.1

-

371,131

民間（D）

平均給料月額

408,438

316,742

う ち 自 動 車 運 転 手 62.0歳 -

272,119円
(286,850）

345,623円

299,756円

－
309,534円
（325,400)

310,962円

-

国

山梨県

48.8歳

-

区　　分

類似団体

C/D

1人

288,301円

49.8歳

年収ベース（試算値）の比較

367,121

-

平均給与月額（国ベース）

328,009

-

公務員（C）

4,143,876円

平均給与月額

- -

345,635

-

3,646,600円

42.6

42.2

区　　分

260,500円

う ち 学 校 給 食 員

市川三郷町 12人

平均給料月額

公　　務　　員

－

（国ベース）

44.3

平均年齢

283,779円 265,200円

254,300円

－
376,257

(405,463）

－ －

－ －

対応する民間の
類似職種

平均給与月額
（国ベース）

270,600

平均給与月額（B)

－ －

－

－ － －

－ －

－

－

361,874

344,054

376,656

調理員

民　　　間
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（2) 職員の初任給の状況（２５年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（２５年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（２５年４月１日現在）（2) 職員の初任給の状況（２５年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２５２５２５２５年４月１日現在）年４月１日現在）年４月１日現在）年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

-高　校　卒

-

大　学　卒

中　学　卒

--

198,300

-

大　学　卒

-

     -

技能労務職

一般行政職
高　校　卒

区　　　　分

129,200

-

技能労務職

看護・保健職

-

-

大　学　卒
一般行政職

高　校　卒

285,233

206,900

経験年数１０年 経験年数１５年

大　学　卒

222,266

中　学　卒

172,200

高　校　卒

144,500

国

-137,200

129,200

146,700

経験年数２０年

-

看護・保健職

178,800

山梨県

312,375

-

140,100

172,200

140,100

-

-

区　　　　　分 市川三郷町

3



３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２５年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２５年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２５年４月１日現在）（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２５年４月１日現在）

（注）１　市川三郷町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（2)昇給への勤務成績の反映状況（2)昇給への勤務成績の反映状況（2)昇給への勤務成績の反映状況（2)昇給への勤務成績の反映状況

勤務実績に応じて勤勉手当の支給率を反映している。
現在、今後の昇格昇給等に反映させるため人事評価を試行している。

%

2.0

%

31.546

3

人

%

人

5　　級

13

3　　級

主幹・主幹係長

主幹係長・課長
人

主査・主査係長

%

2　　級

14

人
主任

区　　分

1　　級 主事・主事補
9.6

構成比標準的な職務内容

6　　級

4　　級
35 24.0

人

24.0

8.9

職員数

35

%人 円

222,900 355,500

%

課長

261,900 388,600

円 円

円

円 円

135,600 243,700

円 円

185,800 308,100

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

円 円

289,200 401,000

円 円

320,600 423,000

１級

11.0%

１級

10.1%
１級

3.1%

２級

8.2%
２級

8.1%
２級

22.1%

３級

29.4%
３級

28.4%

３級

21.5%

４級

19.2%
４級

18.9%

４級

21.5%

５級

30.1%
５級

30.4%
５級

25.1%

６級

2.1%
６級

4.1%

６級

6.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成24年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（24年度支給割合） （24年度支給割合） （24年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）】

勤務実績に応じて勤勉手当の支給率を反映している。

現在、今後の昇格昇給等に反映させるため人事評価を試行している。

（2) 退職手当（2) 退職手当（2) 退職手当（2) 退職手当（２５（２５（２５（２５年４月１日現在）年４月１日現在）年４月１日現在）年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、24年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当(3) 地域手当

該当なし

 (4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当(4) 特殊勤務手当

1.45

訪問看護ステーション業務
に従事した職員

1.45 0.65

休日勤務

1,439

職員全体に占める手当支給職員の割合（２４年度）

９４,２５０円

38.95538.955

・役職加算5～20％　・管理職加算10～25％

28.7875

国

28.7875

・役職加算5～20％　・管理職加算10～25％役職加算5～15％

職制上の段階、職務の級等による加算措置職制上の段階、職務の級等による加算措置

33.50

市川三郷町

支給実績（２４年度決算）

33.50

１人当たり平均支給額（24年度）

手当の名称

2.60

1,495

主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価

56.86

22,183

１回　1,000円

1.35

23.50

職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.60

1.45

1.35

国山梨県

0.65

55.86

市川三郷町

2.60

55.86

56.86

・定年前早期退職特例措置　（2％～20％）

―

47.50

1.35

23.50

0.65

１人当たり平均支給額（24年度）

1,289

１８９千円

59.28

47.50

59.28

１回　　　500円

手当の種類（手当数）

休日勤務手当・夜間勤務手当
夜間勤務

1.05%

主な支給対象業務

1

支給職員1人当たり平均支給年額（２４年度決算）
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 (5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（２５年４月１日現在）（6) その他の手当（２５年４月１日現在）（6) その他の手当（２５年４月１日現在）（6) その他の手当（２５年４月１日現在）

円

２９６，８６２円

4,612

～5㎞通勤手当

11,300円

13,700円

30㎞～35㎞

18,500円

4,100円

５,８４３千円

管理職手当

宿日直手当

35㎞～40㎞

45㎞～50㎞

2,000円

異なる内容

25㎞～30㎞

国の制度
との異同

50㎞～55㎞

5㎞～10㎞

23,600円

24,500円

1.交通機関等の利用者通勤
のために交通機関等の利用
を常例とすること、運賃等の
負担を常例とすること、徒歩
により通勤するものとした場
合の通勤距離が片道2㎞以
上であること運賃等相当額
が55,000円以下については
運賃等相当額

同

国の制度と

60㎞～

55㎞～60㎞

16,100円

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ）

同

1.職員の居住する借家・借間
自ら居住するための住宅を
借り受け、現に当該住宅に
居住し、月額12,000円を超え
る家賃を支払っている職員

20,900円

10㎞～15㎞

2.自動車等の使用者通勤の
ために自動車等の使用を常
例とすること、徒歩により通
勤するものとした場合の通
勤距離が片道2㎞以上であ
ること

21,800円

15㎞～20㎞

6,500円

13,000円

6,500円1人（配偶者非扶養）

27,000円

11,000円

家賃23,000円を超
え55,000円未満

家賃55,000円以上

特定期間の加算

家賃23,000円以下

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ）

扶養手当

家賃-
12,000円

（家賃-
23,000円）
×1/2＋
11,000円

配偶者

1人（配偶者なし）

40㎞～45㎞

5,000円

20㎞～25㎞

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ） 15,409

手　当　名 内容及び支給単価

同 ２０，００１千円

82職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ）

69

22,700円

支給職員１人当たり
平均支給年額
（24年度決算）

２２２，２３４円

千円

４９,１０５円

６,２３４千円

24,020

２６３，８０９円

8,900円

住居手当 同 ９，７６１千円

支給実績
（24年度決算）

13,569
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５　特別職の報酬等の状況（２５年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（２５年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（２５年４月１日現在）５　特別職の報酬等の状況（２５年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （支給時期）

給料月額×42/100×在任月数 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

2 2 2 2

5 5 5

## ## ##

## ## ##

## ## ## ##

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

94

-

28 27 26 24 24

113 108 106 100 98

13 13 8

27 26 24

32

- -

24

- -

0

48

２３年

14 14

32 28

0

52

11

12

4

0

0

21

[ 387 ］

-

[ 0 ］

△ 4

△ 1

180,000

3.90

1

△ 4

1

0

病院

0

欠員不補充(看護師）

欠員不補充

普
通
会
計
部
門

業務員退職不補充

消防部門

税務

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

小　計

教育部門

計

議会

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

319,000

一
般
行
政
部
門

給

料

副 議 長

230,000

町 長

638,000

798,000

180,000
報

酬

市 区 町 村 長

議 員

期
末
手
当

　　（24年度支給割合）

　　（24年度支給割合）

副 議 長

議 長

議 員

備　　　　考

土木

市 区 町 村 長

２１年

農水

水道・下水道

17

退
職
手
当

合　　計

小　計

民生

6

総務 50

11

商工

11

その他

区 分

議 長 230,000

280,000

258,000

340,000

（参考）類似団体における最高／最低額

319,000

給 料 月 額 等

11

4

11

157,000

47

6

衛生

3.30

157,000

11

２２年

143 149156

37

19 14

11

1314

6

146

33

148

35

△ 5

142

１８年

2

２４年

2

２０年

7

147

138

13

90

23

-

12

24

11

32

13

49

11

職員数

13

１９年

2

57

10

20

146

24

-

45

[ 387 ］

45

7

23

146

33

△ 1

54

11 0

△ 2

２５年

2

52 業務の統廃合のため

0

 対前年増減数 主な増減理由

86

業務増のため

保健師増

7 7 7

151 148

41 43 44 45 46 47

325

[ 387 ］ [ 387 ］ [ 387 ］ [ 387 ］

167 164 158 152

318 321

[ 387 ］ [ 387 ］

312 307355 340 331
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（2)年齢別職員構成の状況（２５年４月１日現在）

　

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

① 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（第2次） （単位：人・％）

（注） １　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。（特別職のうち教育長を含む）

②定員管理の数値目標

ア　平成２３年４月１日～平成２６年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）市川三郷町における定員管理の数値目標（数・率）

27歳

44歳40歳

321 309 12

～

21 45

～

職員数

人

31歳

計画期間

数　値　目　標
始　期 終　期

平成23年 4月 1日 平 成 26 年 4 月 1 日

平成26年4月1日
純減数

39歳

２５年

36歳

12人の削減

職員数

36

人人

169

～ ～
人

51

24

170

0

23

～

２３年

15

人
職員数

0

人人 人

25

人

平成23年4月1日

52歳

24

47歳

32歳

35歳 43歳

人人

２２年

149

部門別

143

年度

24歳

～

28歳

～

20歳

区　分

23歳未満

20歳

人

56歳

計

55歳

消防

168

以上51歳 59歳

～

２４年

（102.09％）

（-8.00％）

（--.--％）

173

24

0 0

教育

30635 43 2

普通会計計

8 26

319 321 312

公営企業等会計計 151 148 142

一般行政

総合計

0

1

307

146

138

3

△ 2

２６年 増減数（率）

0

（-8.60％）△ 13

146

△ 3.7%

純減率

△ 12 （-3.76％）

48歳

（100.59％）

～

60歳

人

～

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成

比

%
（例）
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(４)職員の採用及び退職等の状況 （平成24年度)

※　退職欄「その他」は、死亡等が含まれる。

（５）　職員採用試験の状況 （平成24年度）

ア　実施日

イ　採用試験の実施状況

第1次合格者最終合格者数競争倍率

【人】 Ａ 【人】 Ｂ 【人】 Ｂ/Ａ　【％】 数 【人】 Ｄ 【人】 Ｂ/Ｄ　【倍】

3

1 1 1.0

看護師職 8月19日 9月7日 9月12日

看護師職 1 1 100.0%

福 祉 職 1

受験率受験者数

0

11月5日

1

75.0%

100.0% 7

保健師職

事務職【Ⅰ】

保育士職

0

4

4

32

その他

最終合格発表日

職　　　種

3 3 00

12

0

11月30日

11月30日

0

17

100％

0

3 24

11

2

3

1 2

1 0

採用予定数

9月16日

保育士職

保健師職 11月30日

9月16日

9月16日

申込者数

職　　　種 第1次試験

事務職【Ⅰ】

第2次試験

4.8

3.7

0

3

0

0一般行政職

医 療 職

採　用

5

2

0.0%

自己都合

1

0

9
9

0

3

23.5%

教 育 職

公 安 職

合 計

0

4

0

土木職 0.0%

11

勧　奨

2

52.9%

定　年

0

23.5%構成比（％）

0

2

0

1

退　　　　　職

技能労務職

6

6

合　計

11月5日

11月5日

100.0%

0

0

0

0

10

0

5

3

2

2.0

0

0.00
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７　職員の勤務時間　　　※全職種７　職員の勤務時間　　　※全職種７　職員の勤務時間　　　※全職種７　職員の勤務時間　　　※全職種

①

②

日

休暇の種類
１公民権行使休暇
２裁判員、証人、鑑定人、参考人等として

３骨髄提供休暇
４ボランティア休暇 ５日以内
５婚姻休暇 ５日以内
６妊娠中又は出産後の通院休暇 必要と認める時間
７分娩休暇 予定日前６週間～後８週間目に当たる日までの期間
８育児休暇 １日２回それぞれ３０分以内の期間
９配偶者出産休暇 ２日以内
１０男性職員の育児参加休暇 ５日以内
１１子の看護休暇 ５日以内
１２忌引き 必要と認める期間
１３父母の祭日休暇 １日
１４夏季休暇 ５日以内
１５感染症まん延防止休暇
１６住居喪失・損壊休暇
１７非常災害交通遮断休暇

１９生理休暇

（４）育児休業及び育児部分休業の取得状況 （平成24年度)
平成24年度中に新たに育児休業が取得可能となった

育児休業 部分休業 職員（育児休業 うち育児休業 うち部分休業
取得者 取得者 等対象者数) 取得者数 取得者数

※１　「育児休業取得者」、「部分休業取得者」及び「うち両休業取得者」欄の上段は、平成22年度に新たに

　育児休業(部分休業)を取得した者、下段は、育児休業(部分休業)の期間が平成21年度から22年度にかけて

　引き続いている者の数。

※２　「育児休業取得者数」、「部分休業取得者数」および「うち両休業取得者数」欄の上段の平成23年度に新たに育児休業を

　取得した者の数には、「平成23年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員で育児休業（部分休業）した職員」と

　「平成22年度中に育児休業が取得可能となったが、平成22年度に新規に育児休業（部分休業）した職員」の両方が含まれるので

　「平成23年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員のうち、育児休業取得者数」、「平成23年度中に新たに育児休業が

　可能となった職員のうち部分休業取得者数」及び「平成21年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員のうち両休業取得者

　数」の各々と必ずしも一致するわけではなく、また下回ることはない。

（５）介護休暇の取得状況 （平成24年度)
介護休暇
取得者

３８時間４５分

休憩時刻

全日型中心

0

0

0
0
0

女性職員
0

（１）勤務時間の状況（平成２５年４月１日現在）

男性職員

女性職員

0

0
00

合　計

0
0

0

9

その都度必要と認める期間

0

9

時間型中心
休　　暇　　の　　取　　得　　形　　式

0

0
0

終了時刻

その都度必要と認める期間

　の官公署出頭休暇

その都度必要と認める期間

0

15
0

0
0

（２）一般職員の年次有給休暇の使用状況

9
9

開始時刻

（３）特別休暇等の状況（平成２３年）

0

0

8.4

0

その都度必要と認める期間

5

１８交通機関の事故等による不可抗力休暇

～

その都度必要と認める期間

その他

0 0

13時00分

平成２４年１月１日～平成２４年１２月３１日の平均使用日数

8時30分

一般職員の勤務時間

17時15分

合　計

１週間の勤務時間

0

5

6

男性職員

その都度必要と認める期間

9

合　計 その他

その都度必要と認める期間
その都度必要と認める期間

12時00分
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８　職員の分限及び懲戒　　　※全職種８　職員の分限及び懲戒　　　※全職種８　職員の分限及び懲戒　　　※全職種８　職員の分限及び懲戒　　　※全職種
（１）分限処分数（平成２４年度）

（２）処分事由別分限処分件数
（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

勤務実績が良くない場合

（法第28条第1項第1号)

心身の故障の場合

（法第28条第1項第2号、第2項第1号)

職に必要な適格性を欠く場合

（法第28条第1項第3号）

職制等の改廃等により過員等を生じた場合

（法第28条第1項第4号）

刑事事件に関し起訴された場合

(法第28条第2項第2号)

条例に定める事由による場合

(法第27条第2項)

※１　処分件数は、１つの事案に対して複数の処分事由が存在するため延数で計上
※２　法とは地方公務員法をいう。

（３）懲戒処分者数　（平成24年4月1日～平成25年3月31日)

（４）処分事由別懲戒処分件数 (平成24年4月1日～平成25年3月31日）

法令違反
（法第29条第1項第1号)
職務上の義務違反又は怠慢
（法第29条第1項第2号)
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行
（法第29条第1項第3号）

※１　処分件数は、１つの事案に対して複数の処分事由が存在するため延数で計上
※２　法とは地方公務員法をいう。

-

-

合　計

- 0

0

0

- -

合　　　　計

合　　　　計

法第28条第4項により失職した者

- -

0

減　給

0

-

00

-

0

-

-

区　　　　分 戒告

-

-

- - - -

-

免職停職

停　職 免　職戒　告

合計

-

減給

00 0

0

0

0

0

降給 合計

失　職

区　　　　分

0

0

0

0

0

0

降任 免職 休職 失職

0

合　計降　格降　任 免　職 休　職

0

-

-
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９　職員の服務　　　※全職種９　職員の服務　　　※全職種９　職員の服務　　　※全職種９　職員の服務　　　※全職種

（１）服務規律の遵守（平成２４年度）

１０　職員の研修　　　※全職種１０　職員の研修　　　※全職種１０　職員の研修　　　※全職種１０　職員の研修　　　※全職種

○ 主な研修実績（平成２４年度）

１１　福利厚生（互助会）に係る支出について（平成２４年度決算）１１　福利厚生（互助会）に係る支出について（平成２４年度決算）１１　福利厚生（互助会）に係る支出について（平成２４年度決算）１１　福利厚生（互助会）に係る支出について（平成２４年度決算）

１２　　職員の福祉及び利益の保護１２　　職員の福祉及び利益の保護１２　　職員の福祉及び利益の保護１２　　職員の福祉及び利益の保護

（１）職員の厚生福利の実施状況（平成２４年度）
①職員の健康管理に関する取組状況

（２）職員の厚生福利の実施状況（平成２４年度）
①職員の健康診断の実施状況

階層研修、専門研修、特別研修、実務研修

１４７名

希望者
本町における定住・交流人口の増加を目的に

該当職

全職員
指導者研修、評価者面談研修を実施

ついて周知徹底した。

出張研修、自主研修 員及び

及び定着を目的に目標設定研修、目標設定

参加者数
区分（研修名）

の向上と住民ニーズの多様化・高度化に対応した効率的な業務体制の充実を図った。

平成１９年に策定した「人材育成基本方針」に基づき、職員研修計画を策定し、職員の意識

のべ２６９名

役場女性

２７名

人事評価制度の研修

研修
山梨県市町村研修所

議会議長
教育委員会

改革及び能力開発を進め、時代に適応した人材の育成を推進するとともに、住民サービス

（階層等） （人）

町長
庁議等基づき、公務員としての自覚行動に

自動車運転免許証の更新状況の確認 所属長が各人の免許証を確認

庁内ＬＡＮインフォメーション地方公務員法、町職員服務規程等に

人事評価制度の施行のため、制度の理解訓練

普通救命講習 消防隊員及び

希望者

６８名『呼ぼうプロジェクト』 希望者職員間で調査・研究・討論を行い、具体的な
ＰＲ事業を計画・実施

市川三郷町に人を

対象職員
内　　　　　容

職員への周知方法

互助会名

市川三郷町職員互助会

会員数

任命権者 取組内容

人間ドック

－－－

公費負担率

受診者数

161

対象者数

職員の健康管理に関する取組

会費

・市川三郷町安全衛生委員会の活動を通じて、職員の安全衛生に関する

公費

概要

事業名 概要

0.00%90 －－－ 0

啓発を庁内ＬＡＮを通じて行った。

平成１９年度以降、互助会等への公費負担は無し。

項　　目

安全対策について問題点を指摘した。

0基本健診

222 0.00%0

救命処置のノウハウを身につける

市川三郷町立病院職員互助会

特に、職場におけるメンタルヘルス対策や、庁舎内・庁舎周辺の

312

住民健康診断

検査項目

共済組合からの助成により、人間ドックを希望する者が
自己負担で受診した。

・各種感染症予防や対応についての協議

138

基本健診

市川三郷町立病院への業務委託により、全職員を対象
に検診を行った。
（ただし、共済組合助成の人間ドック及び他の医療機関
での受診希望者は除く）検査費用については、町が全額
負担した。

職員の健康管理に関する周知

職員定期健康診断

臨時職員、非常勤嘱託職員のうち、居住する市町村の健
康診断を希望した者が受診した。

-
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１３　公営企業職員の状況１３　公営企業職員の状況１３　公営企業職員の状況１３　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業(1)　水道事業(1)　水道事業(1)　水道事業
  　 ① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２５年４月１日現在の人数である。

イ　 特記事項

特になし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２５年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２５年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２５年４月１日現在）② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２５年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（24年度支給割合） （24年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

ウ　地域手当

該当なし

エ　特殊勤務手当

該当なし

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

1.45 0.65 1.45

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

22,183

支 給 実 績 （ ２ ４ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ ２ ３ 年 度 決 算 ）

211

422

職員数
区　　分

職員手当

人

期末・勤勉手当

　　　　　　Ｂ／Ａ

2 7,921

千円

　　　　　　Ａ

千円

　　計　　Ｂ給　 料

8.7

める職員給与費比率

千円　

事 業 者

116

１人当たり平均支給額（２４年度）

318,300

（一般行政職・団体平均等）

380,090

・定年前早期退職特例措置　（2％～20％）

市川三郷町

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ４ 年 度 決 算 ）

団 体 平 均

市川三郷町

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ３ 年 度 決 算 ）

59.28

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２４年度に
退職した職員に支給された平均額である。

1.35

23.50

232

59.28

33.50

56.86

55.86

1,439

28.79

2.60

55.8647.50

・定年前早期退職特例措置　（2％～20％）

47.50

56.86

23.50

1.35

33.50 38.96

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

3,076

38.96

28.79

（一般行政・団体平均等）

0.65

46.0

2.60

基本給

6,780

平均月収額

千円千円

45.4

43.2

1,538 1,086

345,551

6,54913,560

　　　　千円

市川三郷町

586,557

369,788

２４年度 千円

13,560

一人当たり給与費

（参考）２３年度平均

2,563

4,781

一人当たり

　　　　給与費 　　B/A

職員給与費比率

%%

純損益又は 総費用に占める

１人当たり平均支給額（２４年度）

145,667

330,050

Ｂ　

千円　

9.0

23年度の総費用に占　　実質収支

２４年度

総費用

千円

区　　分

Ａ  
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カ　その他の手当（２５年４月１日現在）

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況④定員管理の数値目標及び進捗状況④定員管理の数値目標及び進捗状況④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成２３年４月１日～平成２６年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）市川三郷町における定員管理の数値目標（数・率）

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →６(3)①参照

千円 34,250

平均支給年額

純減率

822

3,042

59 2,458

（２４年度決算）

支給職員１人当たり支給実績

2

増減なし平成23年 4月 1日 平 成 26 年 4 月 1 日

始　期 終　期
数　値　目　標

計画期間

手　当　名 内容及び支給単価 （２４年度決算）

千円

一般行政
職の制度と
の異同

一般行政
職の制度と
異なる内容

100.00%

なし

73 千円

0

扶養手当

職員数

通勤手当

住居手当 同4（6）「その他の手当」を参照

職員数
純減数

平成23年4月1日 平成26年4月1日

2
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